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AIオンデマンド交通のような新たなモビリティサービスは，時空間の高解像度な需要推計が難しいため

に，不十分なサービスレベル・不適切な運賃設定で導入されることが少なくない．路線バスのサービス改

善・代替・補完手法を検討することが多い郊外住宅地においては，導入前に利用意向を分析して，公共交

通再編を検討することが期待されている．本研究では，高蔵寺ニュータウンの住民アンケート調査の基礎

分析と交通手段選択モデルの構築を行い，AIオンデマンド交通の利用意向を分析する．これにより，身体

的な制約だけでなくバスのサービスレベル自体も移動制約と捉えられていることや，高齢者ほど利用意向

が大きいことが明らかになる．そして，混合ロジットモデルを活用することで，RP/SP の回答特性の違い

や嗜好の異質性を考慮した運賃の感度を分析する．また，モバイル位置情報データに基づく OD 表へと交

通手段選択モデルを適用することで，運賃を適切に設定したスマートモビリティの将来需要推計が，より

詳細な時空間単位で可能となる． 
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1. はじめに 

 

(1) 背景・目的 

本研究では，AI（人工知能）を利用してユーザーの予

約に対してリアルタイムで車両を最適に配車する交通サ

ービスである，AI オンデマンド交通を含めた交通手段

選択モデルを構築する．デマンド交通は，低密な需要に

対して効率的に供給できるため，高齢化が進む郊外の住

宅地でも導入されることが多い．ゆえに，衰退傾向にあ

るバスなどの従来の公共交通の代替としての役割を果た

すことが期待されている． 

しかし，デマンド交通が実装された際には，需要と供

給の不一致という問題に直面することが少なくない．こ

れは，利用者の特徴や適切な運賃体系を事前に把握して

いないことに起因することが多い．そして，サービスを

一度実装した後に，ダイナミックプライシングなど需給

調整を目的とした運賃体系等に変更することはまだ現実

的ではない．デマンド交通の導入を各地で成功させるた

めには，利用意向者の特性を把握し，地域公共交通会議

で協議運賃を議論できるような年度単位の需要予測の方

法論の構築が求められる． 

本研究の目的は，ニュータウンのような郊外住宅地に

おいて，1) AI オンデマンド交通に関心を持つ利用意向

者の特性と，2) その運賃に対する需要の感度を分析す

ることである．高蔵寺ニュータウンにおいて実施された

RP（Revealed Preferences：顕在選好）と SP（Stated Prefer-

ences：表明選好）を組み合わせたアンケート調査を活

用して，交通手段選択モデルを構築する． 

本研究の貢献の 1つは，交通手段選択モデルの高度化

として，RP-SPモデルと ICLV（Integrated Choice and Latent 

Variable）モデルを統合したモデルを構築し，デマンド

交通の利用意向者の特性と需要を明確に把握できること
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を示すことである．RPと SPの効用関数をスケールパラ

メータで調整する RP-SPモデル 1)により，実際の需要と

未実装のサービスへの利用意向の両者をより精緻に分析

できる．ICLVモデル 2)  3)は，様々な指標を個人属性によ

り説明する構造方程式を組み込むため，利用意向の背後

にある構造が理解しやすい．構築したモデルの推定結果

により，年齢，性別，世帯構成，免許保有といった属性

が，移動制約や AI オンデマンド交通の受容性に対して

統計的に有意であり，それが利用意向に影響するという

知見が得られる． 

また，AI オンデマンド交通の運賃を様々な値に設定

したときの需要を推定することによって，実装時の最適

な運賃体系の検討を可能にしたことも大きな貢献である．

本研究では，時間価値が個人で異なる中でもより精緻な

需要推定を目指して，費用のパラメータが確率的な分布

を持つと仮定した．こうして MMNL モデル（Mixed 

Multi-Nomial Logit モデル; 混合ロジットモデル）を組み込

むことによって，モデル自体の性能も向上する． 

 

(2) 本研究の位置付け 

デマンド交通の導入可能性を検証する研究は，近年増

加している．長谷川・鈴木 4) 5)は，デマンド交通を含む

各交通サービスが優位に成立する条件を，都市モデル上

で理論的に導出した．彼らは他の研究 6)において，国内

3 都市を対象にデマンド交通の配車方法とバス路線網を

模擬的に決定し，デマンド交通とバスの最良な提供バラ

ンスを経済性，環境性，健康性の観点から導いている．

高野・森本 7)は，デマンド交通の実測値と離散連続モデ

ルを用いた需要予測値の乖離を検証している．辰巳ら 8)

は，自治体職員が行う地域公共交通の検討に資すること

を目指して，デマンド交通やコミュニティバスの運営状

況に関するアンケート調査を市町村へ実施した．冨岡ら
9)は，宇都宮市を対象にMaaSの普及を前提としたシミュ

レーションを行い，最適なデマンド交通の運行と人口分

布を人口規模ごとに提案した．尹鍾進ら 10)は，デマンド

交通の配車システムを開発して，人的に配車がされてい

る地域にてシミュレーションを実施し，配車システムの

導入可能性を検証した． 

また，RPおよび SPの調査から ICLVモデルに類する

モデルを構築して，デマンド交通の利用構造を捉えた研

究もある．Alemi et al.11)は，UberやLyftといったデマンド

交通の利用に関するハイブリッドモデルを構築した．

Xie et al.12)は，デマンド交通の利用に関する全ての意思決

定を統合するフレームワークを提案した．このフレーム

ワークは，アプリで収集したRPおよびSPの調査結果を

利用するものであり，サブスクリプション入会に関する

ハイブリッドモデルを含んでいる．Said et al.13)は，SP 調

査を実施し，感染症の流行の有無を踏まえてUberやLyft

を始めとしたオンデマンド交通の需要を予測するMIMC

（Multiple Indicator Multiple Cause） モデルを開発した． 

本研究は，デマンド交通を含む交通手段選択の予測の

ために，RP-SP モデルと ICLV モデルを統合する，初め

ての試みと位置付けられる．加えて，都心部向けのデマ

ンド交通を対象とした既存のモデルとは異なり，郊外で

のデマンド交通の導入可能性の検討を意図していること

も重要である． 

 

  

 

 

図-1 構築モデルのフレームワーク 
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2. モデル 

 

(1) フレームワーク 

 本研究で構築するモデルのフレームワークは，図-1に

示すように，各交通手段のサービスレベルや個人属性か

ら，交通手段の選択行動を予測するというものである．

RP-SP モデルと ICLV モデルを統合し，費用のパラメー

タ係数についてはランダムパラメータモデルを組み込む． 

本モデルの選択肢集合には，デマンド交通に加えて，

バス，自家用車，自転車も含まれる．回答負担を軽減す

るため，SP の選択肢集合はデマンド交通，バス，自家

用車に限定する．新サービスであるデマンド交通は，

RP の選択肢集合には含まれない．RP-SP モデルにより

RPと SPの効用関数のスケールを調整することによって，

デマンド交通のシェアを正確に把握することができる． 

そして，ICLVモデルを統合することによって，2つの

潜在変数がRPおよびSPの効用関数に組み込まれる．デ

マンド交通への印象に関する指標を説明する潜在変数は，

デマンド交通への受容度を表す．一方，個人の移動制約

の認識に関する指標を説明する潜在変数は，移動制約の

程度を表す．加えて，これらの潜在変数は，年齢階層，

性別，世帯構成，運転免許保有といった個人属性により

説明される．こうした明快な構造のおかげで，デマンド

交通を嗜好する人の特性を，より精緻に理解できること

が期待される．なお，RPの選択結果が SPの選択に及ぼ

す影響を考慮するため，状態依存の慣性項（現状の選択

している交通手段のダミー変数）を組み込んでいること

に注意されたい． 

さらに，費用のパラメータ係数について MMNL モデ

ル（混合ロジットモデル）を導入し，時間価値の異質性

を考慮する． 

 

(2) 定式化 

本モデルは，以下の定式化で表すことができる． 

𝑦𝑛𝑗𝑡 = {
1   if  𝑢𝑛𝑗𝑡 = max{𝑢𝑛𝑗′𝑡

∗  | ∀𝑗′ ∈  {1, . . . , 𝐽} }

 0   otherwise,                                                       (1) 

𝑢𝑛𝑗
∗𝑅𝑃 = 𝜇𝑅𝑃(𝜷𝑗𝒙𝑛𝑗 + 𝜸𝒙𝑛

∗ ) + 𝜀𝑛𝑡 ,                                           (2) 

𝑢𝑛𝑗𝑡
∗𝑆𝑃 = 𝜇𝑆𝑃(𝜷𝑗𝒙𝑛𝑗𝑡 + 𝜸𝒙𝑛

∗ + 𝛿𝑦𝑛𝑗
𝑅𝑃) + 𝜀𝑛𝑡 ,                       (3) 

𝒙𝑛
∗ = 𝜶𝒙′𝑛 + 𝝂𝑛 ,                                                                             (4) 

𝒛𝑛 = 𝜻𝒙𝑛
∗ + 𝜼𝑛 ,                                                                              (5) 

ただし，費用のパラメータ係数については，次式の通り

平均𝜇，分散𝜎2の確率分布𝑃(𝜇, 𝜎2)に従う， 

𝛽𝑗~𝑃(𝜇, 𝜎2) ,                                          (6) 

ここで，𝑦𝑛𝑗𝑡は個人𝑛のRPおよびSPの𝑡問目における交

通手段𝑗の選択の有無，𝑢𝑛𝑗
∗𝑅𝑃 , 𝑢𝑛𝑗𝑡

∗𝑆𝑃は RPおよび SPの効用

関数，𝜇𝑅𝑃 , 𝜇𝑆𝑃は RPおよび SPのスケールパラメータ，

𝒙𝑛𝑗𝑡は各交通手段のサービスレベル，𝒙′𝑛は個人属性，

𝒙𝑛
∗は潜在変数，𝒛𝑛は指標，𝜶, 𝜷𝑗, 𝜸, 𝛿, 𝜻は推定されるパ

ラメータ係数，𝜀𝑛𝑡, 𝝂𝑛, 𝜼𝑛はランダム項を表す． 

 式(1)の交通手段選択の有無は，多項ロジットモデル

（MNL; Multi-Nomial モデル）により，効用関数(2)および

(3)に基づく．RP の効用関数(2)は，各交通手段の費用，

乗車時間，アクセス時間といったサービスレベルや潜在

変数を説明変数とする．SP の効用関数(3)では，加えて

RPの慣性項が付加される．RPと SPの効用関数は，RP-

SP モデルのスケールパラメータを掛けることによって，

スケールが調整される．潜在変数は，式(4)より，年齢

階層，性別，世帯構成，免許保有といった個人属性によ

って説明される．測定方程式(5)は， デマンド交通への

印象や個人の移動制約の認識に関する指標を潜在変数で

説明するものである．ICLV モデルでは，これらの潜在

変数が効用関数(2)および(3)に組み込まれる．また，式

(6)に示すように，費用のパラメータ係数が固定値では

なく確率分布に従うと仮定する MMNL モデルが統合さ

れている． 

 

 

3. アンケート調査 

 

(1) 対象地域 

 本研究では，愛知県春日井市の高蔵寺ニュータウンを

対象地域とする．高蔵寺ニュータウンは，名古屋市の郊

外に位置し，7.02㎢の面積に約 4万人の居住人口を有す

る．まちびらきから 50年以上が経過し，初期の入居者

が同時期に高齢者となったために，高齢化率は 37%に達

している．通勤・通学交通から高齢者の多様な移動をデ

マンド交通で担うことができるかの検証として，行政主

導ではない事業モデルの社会実装の可能性の有無の観点

からも興味深い対象地域である． 

高蔵寺ニュータウンは JR 高蔵寺駅にほど近く，路線

バスネットワークも比較的よく整備されている．しかし，

高齢化のために通勤・通学時のピーク時需要は減少傾向

にあり，路線バスの本数も最高時から 3/4 にまで減少し

た．そのため，デマンド交通のような新たな交通サービ

スが路線バスの一部を代替・補完することによって，持

続可能な公共交通システムを確保することが期待されて

いる． 

 

(2) 調査概要 

本研究で活用する，高蔵寺ニュータウンで2022年3月

に実施されたアンケート調査を概説する．この調査は，

個人属性などを尋ねる世帯票と，生活・交通に関わる質

問を設けた個人票から構成される．個人票では，普段の

移動状況や交通手段（RP），仮想的な状況下での交通

手段（SP），デマンド交通や路線バスの認知・印象，

移動制約などの質問が設けられた．RPおよび SPではい
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ずれも，高蔵寺ニュータウン内の中心的な商業地区であ

る「センター地区」への交通手段が尋ねられた． 

SP 調査では，デマンド交通，路線バス，自家用車そ

れぞれの乗車時間，徒歩時間＋待ち時間，運賃，他人と

の相乗りの有無が直交表に基づいて設定された．ただし，

デマンド交通の徒歩時間＋待ち時間，路線バスや自動車

の他人との乗り合いの有無，自動車の運賃は一律で設定

無しとされた．なお，SPの3問のうち1問目のみにおい

て，自家用車が選択肢に含められた． 

調査票は 9,915 世帯に発送され，有効な個人票の回答

は 4,655件，RP・SP両調査の有効回答は 3,276件であっ

た．これは，全住民の約 1割を占める． 

 

(3) 基礎分析 

前節で概説したアンケート調査の集計結果のうち，交

通手段選択モデルの検討に有用なものを示す． 

図-2は，本研究で対象とする「センター地区」への普

段の移動の主な目的を集計した結果を示す．買物や食

事・娯楽といった私事目的が大多数だが，通勤，業務と

いった目的で「センター地区」へ移動する住民も一定数

存在すると分かる．構築モデルへ入力する「センター地

区」への移動時の交通手段については，こうした移動目

的を念頭に置いた回答であることに留意する必要がある． 

図-3は，回答者の年齢階層・性別別の運転免許返納意

向の比率を示す．高齢者の多くは 5～10年以内に免許を

返納する意向があることが分かる．特に，75～84歳のお

よそ半数が返納意向を有する．免許の保有状況は交通手

段選択に大きな影響を及ぼすため，特に AI オンデマン

ド交通の将来需要を予測する際には，返納意向を考慮す

ることが不可欠である． 

図-4は，デマンド交通への印象についての複数選択の

回答結果を示す．「移動が早くできそう」「使うのが簡

単そう」「コストが安そう」といった好意的な印象より

も，それらの反対である消極的な印象の回答の方が多い

傾向にある．デマンド交通に対して受容的であり，かつ

利用意向を有する住民の特徴を明らかにすることが求め

られる． 

図-5は，移動にあたっての制約についての複数選択の

回答結果を示す．「問題はない」という回答が多数だが，

様々な観点の移動制約を有する住民が一定数存在するこ

とが分かる．特に，身体的な制約だけでなく，「バス利

用にあたり時間調整が難しい」「バスの運行本数が少な

い」「バス停が近くにない」といった，バスのサービス

レベルに関わる項目を移動制約と捉える住民が多いこと

は，重要な知見である．移動制約を有する住民の特徴や，

移動制約が交通手段の選択に与える影響についても，モ

デルでは捉える必要がある． 

 

図-3 年齢階層・性別別の運転免許返納意向 

 

図-2 「センター地区」へ行く主な目的 
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4. 推定の結果と考察 

 

(1) モデルの推定値 

本研究で構築するモデルは，RP-SPモデル，ICLVモデ

ル，MMNL モデルを統合したものである．構築したモ

デルと比較するために，より簡易なモデルとして，

MMNL モデル，ICLV モデル，RP-SP モデルを順に除い

たモデルを 3つ用意した．なお，これらのモデルでは，

バスに対応する定数項と RP のスケールパラメータを固

定した．SPに対する RPの状態依存性については，選択

肢集合に自家用車が含まれる 1問目のみ考慮した．費用

のパラメータ係数は，正規分布に従うと仮定した．R 言

語のパッケージである Apollo14)を使用して推定した結果

を，表-1から表-4に示す． 

表-1は，構築したモデル（RP-SP & ICLV & MMNL）と

比較用のモデル（MNL，RP-SP，RP-SP & ICLV）の基礎

情報を示す．RP-SP モデル，ICLV モデル，MMNL モデ

ルを組み合わせることにより，交通手段選択の調整済み

尤度比が向上する結果が得られた． 

表-2，表-3，表-4は，各モデルのパラメータ推定値を示

す．推定値の符号は，いずれも妥当である．デマンド交

通への受容度を表す潜在変数（LV1）を説明する個人属

性のうち，高齢の年齢階層ダミーが統計的に有意であっ

た（表-3）．75～84歳および85歳以上に対応するパラメ

ータ推定値は，65～74歳のものよりも高く推定された．

また表-2より，効用関数において LV1に付される交通手

段別の係数の中では，デマンド交通が最も大きい．これ

らの結果より，特に 75 歳以上の高齢者が，デマンド交

通に対して受容的であり，その利用意向も強いといえる．

そして表-4 より，こうした利用意向者は，特にデマンド

交通の使いやすさ，速さ，安全性に対して魅力を感じて

いる傾向にある．なお表-3について，女性や 1人世帯の

ダミーが統計的に有意と推定される結果は得られなかっ

た．これは，デマンド交通の受容度の大小は，年齢が重

要な要因であるのに対して，性別や世帯構成にはあまり

影響されないことを示唆している． 

 

図-5 移動にあたっての制約 

 

図-4 デマンド交通への印象 
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個人の移動制約を表す潜在変数（LV2）を説明する属

性の中では，表-3 に示すように，高齢者，女性，1 人世

帯，および運転免許非保有が統計的に有意であった．そ

のパラメータ値は，高齢ほど大きく推定され，特に免許

非保有者が最も大きく推定された．また，LV2に付され

る係数パラメータは，デマンド交通やバスに対応するも

のが大きく推定された（表-2）．これらの結果より，高

齢者，女性，1 人世帯，および免許非保有といった属性

を有する人が，移動が制約される傾向にあり，デマンド

交通やバスへの強い利用意向を有するといえる．表-4 の

表-3 各モデルの潜在変数に対する説明変数のパラメータ推定値 

 

表-1 各モデルの基礎情報 

 

表-2 各モデルの効用関数のパラメータ推定値 

 

RP-SP & ICLV

推定値 t値 推定値 t値

（LV1）デマンド交通受容 65～74歳 0.120 2.04 0.224 3.32

75～84歳 0.252 3.66 0.407 5.34

85歳～ 0.279 2.04 0.437 3.06

女性

一人世帯

免許非保有

（LV2）移動制約 65～74歳 0.154 2.64 0.177 3.44

75～84歳 0.423 6.74 0.469 8.14

85歳～ 0.812 7.18 0.829 9.38

女性 0.384 7.74 0.300 6.95

一人世帯 0.175 2.56 0.180 2.94

免許非保有 1.890 29.74 1.877 36.09

RP-SP & ICLV & MMNL

MNL RP-SP RP-SP & ICLV RP-SP & ICLV & MMNL

回答者サンプル数 3276 3276 3276 3276

RP回答数 3276 3276 3276 3276

SP回答数 9235 9235 9235 9235

LL(0)（交通手段選択） -12223.6 -12223.6 -12223.6 -12223.6

LL(final)（交通手段選択） -6527.9 -6524.4 -5897.9 -5891.4

調整済み尤度比（交通手段選択） 0.465 0.465 0.517 0.518

AIC 13075.8 13070.9 58085.9 57909.0

MNL RP-SP RP-SP & ICLV

推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値

定数項 デマンド交通 SP -0.706 -8.95 -1.970 -3.74 -2.465 -3.67 -0.136 -0.85

バス RP 0 0 0 0

自家用車 RP 1.459 16.35 -0.524 -0.66 21.879 4.95 17.852 5.74

SP -0.116 -1.07 -0.292 -0.95 29.163 4.28 22.238 4.94

自家用車（送迎） RP -0.447 -4.42 -2.430 -3.06 6.287 5.36 7.372 7.65

自転車 RP -1.385 -11.05 -3.682 -3.97 1.144 0.99 3.054 3.78

乗車時間 -0.043 -5.52 -0.109 -3.80 -0.130 -3.98 -0.056 -3.20

アクセス時間 -0.068 -10.66 -0.194 -3.76 -0.172 -3.59 -0.061 -3.51

運賃 -0.004 -25.27 -0.011 -3.80 -0.009 -3.81

平均 -0.008 -5.17

標準偏差 0.005 5.40

（LV1）デマンド交通受容 デマンド交通 3.525 3.87 0.853 3.39

バス 0 0

自家用車 3.495 3.58 0.745 2.01

自家用車（送迎） 1.024 5.08 0.276 1.26

自転車 0.246 1.39 0.080 0.42

（LV2）移動制約 デマンド交通 0.135 1.28 -0.134 -2.94

バス 0 0

自家用車 -13.209 -4.33 -10.333 -5.04

自家用車（送迎） -3.353 -7.87 -3.471 -7.72

自転車 -1.570 -5.15 -1.865 -5.38

慣性項 バス 2.735 13.08 7.742 3.69 2.293 2.68 0.988 3.01

自家用車 1.534 12.77 4.345 3.68 -14.821 -4.21 -11.389 -4.75

スケールパラメーター RP 1 1 1 1

SP 1 0.353 -7.03 0.733 -1.32 1.579 1.52

RP-SP & ICLV & MMNL
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測定方程式の推定結果は，自由に使える自動車がない人

や，歩行に不安がある人，移動時に付添・介助が必要な

人にとって，デマンド交通やバスが特に魅力的であるこ

とを示唆している． 

また，構築したモデルにおいて，乗車時間の時間価値

の平均値は 409.7円/時，アクセス時間の時間価値平均値

は 452.0円/時と推定された．これらの推定値は，最低賃

金の半分未満であり，アクセス時間への負担が乗車時間

より大きく認識されていることを踏まえると，妥当とい

える．なお，費用のパラメータを固定値と仮定した RP-

SP & ICLVモデルでは，乗車時間の時間価値は 839.3円/

時，アクセス時間は 1,109.2 円/時へと急増する．デマン

ド交通を新たに導入する際には，運賃体系に対する感度

の異質性を理解することが重要である． 

 

(2) 再現性 

表-5は，各モデルにおける RPおよび SPの再現結果を

示す．特筆すべきは，ICLV モデルを組み込み，構造方

程式や測定方程式の尤度を尤度関数へ統合した場合にも，

一定程度は選択結果を再現できることである．特に，

MMNL モデルを組み込んだ構築モデルでは，再現性が

高い． 

 

(3) 運賃設定に対する感度 

最後に，デマンド交通の運賃を様々な値に設定した場

合の需要の感度を分析する．図-6，図-7 は，各運賃にお

いて予測されたデマンド交通，バスの選択数を示す．デ

マンド交通の運賃は，0円から 1000円まで 100円刻みで

均一に設定した．なお，デマンド交通の乗車時間は自家

用車の 1.5倍，アクセス時間は 0に設定した．構築した

表-4 各モデルの測定方程式のパラメータ推定値 

 

表-5 各モデルのRPおよびSPの再現結果 

 

 

RP-SP & ICLV

推定値 t値 推定値 t値

（LV1）デマンド交通受容 デマンド交通を認知している 定数 0.267 7.26 0.238 6.06

係数 0.157 2.90 0.299 4.86

移動が早くできそう 定数 -2.056 -28.43 -2.312 -23.81

係数 0.709 8.85 1.003 9.79

使うのが簡単そう 定数 -3.305 -22.74 -4.428 -13.79

係数 1.169 9.38 2.042 8.46

コストが安そう 定数 -2.839 -28.31 -3.082 -23.54

係数 0.760 7.54 0.985 8.18

知らない人との乗合が嫌だ 定数 -0.726 -17.91 -0.705 -14.79

係数 -0.422 -6.82 -0.737 -8.69

安全そう 定数 -2.935 -29.05 -3.279 -22.07

係数 0.670 6.39 1.025 7.86

環境に良さそう 定数 -1.423 -28.24 -1.584 -23.40

係数 0.406 6.16 0.697 8.39

（LV2）移動制約 問題はない 定数 0.772 14.76 0.728 14.83

係数 -0.558 -14.01 -0.533 -13.64

自由に使える自動車がない 定数 -4.887 -20.99 -4.831 -21.57

係数 0.770 7.58 0.761 7.69

自動車の運転に不安がある 定数 -3.103 -29.53 -3.052 -30.48

係数 0.314 4.97 0.281 4.46

自転車の利用が困難である 定数 -3.026 -29.34 -2.990 -30.12

係数 0.412 6.98 0.399 6.82

歩行に不安がある 定数 -3.929 -25.42 -3.733 -26.99

係数 0.823 11.55 0.733 10.95

移動時に付添・介護が必要である 定数 -5.421 -18.58 -5.149 -19.86

係数 0.846 7.12 0.729 6.43

バス乗降に難がある 定数 -5.387 -18.34 -5.185 -19.29

係数 0.771 6.25 0.684 5.68

RP-SP & ICLV & MMNL

アンケート調査 MNL RP-SP RP-SP & ICLV RP-SP & ICLV & MMNL

RP バス 199 199.0 199.0 206.8 210.5

自家用車 2529 2529.0 2529.0 2539.1 2511.7

自家用車（送迎） 376 376.0 376.0 362.9 381.3

自転車 172 172.0 172.0 167.2 172.4

SP デマンド交通 1378 1378.0 1378.0 1433.8 1468.7

バス 5212 5212.0 5212.0 5361.3 5349.9

自家用車 2645 2645.0 2645.0 2440.0 2416.5
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モデル（RP-SP & ICLV & MMNL）では，運賃が 500円～

1000 円の場合，デマンド交通の需要が約 50 人で安定す

る結果が得られた．一方，運賃が 400円未満の場合，需

要が増加すると予測された．この結果は，デマンド交通

の運賃を 500円前後に設定した場合に，収益バランスを

最適化できることを示唆している． 

図-6，図-7では，構築モデル以外の 3モデル（MNL，

RP-SP，RP-SP & ICLV）の予測結果も示している．運賃

設定に対する需要の感度は，構築モデルが他のモデルよ

りも小さい．これは，4（1）節で示したように，構築モ

デルは他のモデルよりも時間価値を低く推定しているた

めである．また，構築モデルのような ICLVモデルが，

デマンド交通の競合と考えられるバスからの利用転換を

予測できていることは，重要なポイントである．なお，

単純なRP-SPモデルは，デマンド交通の定数項が嗜好の

異質性を捉えきれないために，運賃に対する感度を過大

評価していると考えられる． 

 

 

5. おわりに 

 

 本研究では，高蔵寺ニュータウンのRPおよびSPの調

査を活用して，交通手段選択モデルを構築した．RP-SP

モデル，ICLVモデル，およびMMNLモデルを組み合わ

せることで，デマンド交通の利用意向者の特性を明確に

理解できるようになることを示した．加えて構築したモ

デルは，運賃に対する需要の感度がより精緻であると期

待されるため，デマンド交通の実装時の検討において有

益な知見をもたらす．本研究の枠組みは，他地域展開を

も意図して設計されたものであり，デマンド交通の新規

導入を目指す国内各地においても有用であろう． 

 今後の研究としては，潜在変数や指標，費用のパラメ

ータ係数の確率分布をさらに検討していくことを予定し

ている．さらに，ポイント型GPSデータから構築した将

来 OD表を基にして，空間的および時間的に詳細な需要

を予測することを目指す．これらの取り組みは，配車す

る車両数やモビリティ・マネジメントの方策といった具

体的な検討の一助となるだろう． 

 なお，高蔵寺ニュータウンでは，2023 年 2 月から，7

人乗り自動運転カートを使用したデマンド交通サービス

が運行されている．デマンド交通用のモデルと自動運転

サービス用のモデルを統合することによって，新モビリ

ティサービスの利用意向者の特性の把握と需要の予測の

ためのフレームワークを確立することが期待される． 
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MODE CHOICE MODEL INCLUDING AI-ON-DEMAND SERVICE 

IN KOZOJI NEWTOWN 

 

Hiroyuki HASADA, Anna MIZUNO, Seishu KITAMURA and Ryo KANAMORI 

 
New mobility services such as AI-on-demand service are often introduced with inadequate service levels 

and inappropriate fare system due to the difficulty of high-resolution demand estimation. In suburban resi-

dential areas where local bus services are in decline, it is required to analyze user intentions before intro-

ducing the new services as a redesign of public transportation. In this study, we conduct a basic tabulation 

of RP and SP surveys for residents in the Kozoji New Town, develop a mode choice model, and analyze 

their intention to use the service. It is clarified that not only physical constraints but also the low service 

level of buses are regarded as a personal mobility restriction. In addition, we find that the older a person is, 

the greater the intention to use the service. By incorporating a mixed multi-nomial logit model, the sensi-

tivity of fares is also identified with heterogeneity considered. Applying the proposed model to OD tables 

based on GPS data enables more detailed estimation of future demand for the service with appropriate fares. 
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